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凡　　例

　本書では、本文中に特に注記のない場合は、以下のとおり、略語を使用している。

１．法令
労基法　　　　　　労働基準法
労契法　　　　　　労働契約法
労組法　　　　　　労働組合法
安衛法　　　　　　労働安全衛生法
派遣法　　　　　　�労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律
民訴法　　　　　　民事訴訟法
行訴法　　　　　　行政事件訴訟法
労調法　　　　　　労働関係調整法
地公労法　　　　　地方公営企業等の労働関係に関する法律
労委規則　　　　　労働委員会規則

２．裁判例
地判　　　　　　　地方裁判所判決
地決　　　　　　　地方裁判所決定
地支判　　　　　　地方裁判所〇〇支部判決
高判　　　　　　　高等裁判所判決
最一小判　　　　　最高裁判所第一小法廷判決
最二小判　　　　　最高裁判所第二小法廷判決
最三小判　　　　　最高裁判所第三小法廷判決

３．労働委員会
中労委　　　　　　中央労働委員会
地労委　　　　　　地方労働委員会
都労委　　　　　　東京都労働委員会
府労委　　　　　　〇〇府労働委員会
県労委　　　　　　〇〇県労働委員会

４．判例集
民集　　　　　　　最高裁判民事判例集
労民集　　　　　　労働関係民事裁判例集
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労働委員会DB�　　労働委員会関係 命令・裁判例データベース
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第１章　序説

１．不当労働行為の意味（定義）
　不当労働行為とは、労組法７条により禁止された、労働組合や労働者に対
してなされ得る使用者の一定の行為、と定義できる（その具体的内容および
該当要件については後述Ⅱ１参照）。
　そして、労組法は、使用者が上記「不当労働行為」を行った場合について、
労働委員会による救済手続を規定している（労組法27条以下。その具体的内
容については後述Ⅱ２参照）。例えば、不当労働行為として解雇が行われた
場合などは、裁判所に対し、労働契約上の地位確認請求といった司法救済を
求めることも可能であるが、これに加え、労組法は、行政機関である労働委
員会による救済（行政救済）を申し立てることを可能としている。
　労働委員会において不当労働行為が認定された場合、労働委員会は使用者
に対し、労働委員会の裁量により定められた是正措置を命ずる（救済命令）
こととなる（その具体的内容については後述Ⅱ２⑺参照）。

２．法制度の目的および効果

⑴　法制度の目的

　最高裁判例においては、こうした不当労働行為救済制度が設けられたの
は、正常な集団的労使関係秩序の迅速な回復・確保を図るべく、労使関係に
ついて専門知識経験を有する労働委員会に、その裁量により、個々の事案に
応じた適切な是正措置を決定し、命ずる権限をゆだねる趣旨に出たものであ
る、とされており（第二鳩タクシー事件・最大判昭52.2.23労判269号14頁）、
実務としては、この理解で足りると思われる。
　もっとも、根本的には、不当労働行為救済制度の目的の理解は、憲法28条
との関係をいかに考えるかの影響を受けると解される。憲法28条と不当労働
行為救済制度の関係については複数の見解があるが、基本的には、以下の両
説に大別される（菅野和夫『労働法〈第12版〉』1001頁参照）。
㋐　不当労働行為救済制度は、憲法の団結権等の保障（28条）を具体化した
制度である。すなわち、憲法28条の直接の効果の枠内に組み込まれたもの
である。
㋑　不当労働行為救済制度は、憲法28条の立法授権的効果を基礎として、労

不当労働行為制度の趣旨Ⅰ
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Ⅰ　不当労働行為制度の趣旨

組法が円滑な団交関係の実現のために特別に政策的に創設したものであ
り、労組法の不当労働行為（７条）は、円滑な団交の妨げになる使用者の
行為の類型である。すなわち、憲法28条に基礎を置きつつも、労組法が円
滑な団交のために別個に政策的に設けたものである。
　労組法を法律論的に解釈する場合、その第１条に、労組法の（目的）とし
て、「この法律は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つこと
を促進することにより労働者の地位を向上させること、労働者がその労働条
件について交渉するために自ら代表者を選出することその他の団体行動を行
うために自主的に労働組合を組織し、団結することを擁護すること並びに使
用者と労働者との関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉をする
こと及びその手続を助成することを目的とする」（下線：筆者）とある以上、
筆者としては、少なくとも法文理上は、上記㋑の解釈となると解される。

⑵　法効果

　不当労働行為救済制度について留意する点として、その法効果がある。不
当労働行為の審査は、行政機関である労働委員会において行われ（前述⑴）、
その審査手続は、当事者双方（労働組合および使用者）の主張・立証活動を
経て、労働委員会による事実認定および労組法７条所定の不当労働行為への
該当性の判断を通して行われるものであり、裁判所における手続きに類似す
るところがある（証人尋問に類似する審尋なども行われる）。しかし、労働
委員会による救済命令は、あくまで、使用者に対して不当労働行為の是正措
置を公法上義務づける行政処分であり（不当労働行為の成立が認められない
場合の棄却命令や、申立てが不適法である場合の却下決定も行政処分であ
る）、民事訴訟における裁判所の判決とは異なり、労働者の使用者に対する
私法上の権利の実現等それ自体を命ずるものではなく、私法上の効力はない。
　もっとも、不当労働行為の評価を受けた使用者の行為は、私法上も禁止さ
れる行為である。したがって、例えば、労働組合の書記長に対する配転命令
が労働組合への支配介入に該当する不当労働行為（労組法７条３号）であっ
た場合、当該配転命令は私法上も無効と解されている（東京測器研究所〈仮
処分〉事件・東京地決平26.2.28労判1094号62頁）し、使用者の団交拒否に該
当する不当労働行為（労組法７条２号）であった場合、労働組合としては使
用者に対して団交を求める地位確認請求を行うことも可能である（国鉄団交
拒否事件・最三小判平3.4.23労判589号６頁）。ただし、これらの私法上の効
果による救済を受けるには、裁判所での司法審査を経る必要はある。
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第１章　序説

不当労働行為救済制度の基本的内容Ⅱ
１．実体的要件
　不当労働行為は労組法７条により規定される使用者の行為であって、その
類型も同条により規定されている。
　以下、労組法７条の規定に沿って説明する。

⑴　不利益取扱い（労組法７条１号）

　労働者が労働組合の組合員であること、労働組合に加入し、もしくはこれ
を結成しようとしたこと、労働組合の正当な行為をしたことの故をもって、
その労働者を不利益に取り扱うことは不当労働行為として禁止されている
（労組法７条１号）。
　文理上、不当労働行為に該当する要件は、
㋐　労働者が労働組合の組合員であること、
㋑　労働者が労働組合に加入しもしくはこれを結成しようとしたこと、また
は労働組合の正当な行為をしたこと、
㋒　使用者が当該労働者に不利益な取扱いをしたこと、
㋓　当該不利益取扱いが、㋐または㋑にあげた事由の「故をもってなされた
こと」（すなわち、「不当労働行為意思」が要件になる）
である。
　ただし、以上の要件の該当性判断については、微妙な要素も多い。例えば、
㋐の「労働者」１つを取っても、労働契約を締結している労働者に限らない
場合（業務委託契約を締結している者）でもこれに該当すると解される場合
もあるし、また、労働組合員に対する解雇や考課上の低査定が上記㋒に該当
するとしても、それが㋓の労働者が労働組合の組合員であること等を理由と
したものであったか否かの判断について、使用者の労働組合に対する日常的
な姿勢や、当該労働組合員に解雇や考課上の低査定を受けてもやむを得ない
ような事由が存するか、といった諸事情を丁寧に勘案する必要がある。

⑵　団交拒否（労組法７条２号）

　使用者が雇用する労働者の代表者と団交をすることを正当な理由なく拒む
ことは、不当労働行為として禁止されている（労組法７条２号）。
文理上、不当労働行為に該当する要件は、


